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 佐賀県規則第20号 

   佐賀県県税条例施行規則の一部を改正する規則 

佐賀県県税条例施行規則（昭和30年佐賀県規則第40号）の一部を次のように改正する。 

様式第 1 号及び様式第２号中「□印 」を削る。 

 様式第３号その１及び様式第３号その２中「㊞」を削る。 

 様式第３号その３中「□印 」を削る。 

 様式第３号その４中「㊞」を削る。 

 様式第３号その５及び様式第４号中「□印 」を削る。 

 

 

 

 

 

 

 

様式第５号中「□印」を削り、 に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第６号様式を次のように改める。

区分  区分 

   

年度  年度  

年度  年度 

〃   〃  

〃   〃  

〃  
を 

小計 

〃  年度 

〃  〃  

〃   〃  

〃   小計 

〃   滞繰 計 

〃   年度 

計  計 
」 」 

「 「 
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様式第６号 

個人の県民税の収入状況報告書 

年  月  日 

  県税事務所長    様 

 佐賀県県税条例第36条第４項の規定により、次のとおり報告します。 

市町長           

 現年課税分（   年度  月分） 

区 分 

税 別 

調定額 収入額 
欠損

額 

未収入

額 
収入歩合 備考 

前月まで 
本月

分 
計 前月まで 本月分 計   本月分 

前年同

期 
 

県民税 

普通徴収分 

円 円 円 円 円 円 円 

( ) 

円 ％ ％ 本月分の徴収

金を払い込ん

だ月日 

特別徴収分       

  

 

月  日 

退職所得の

分離課税分 
      

 

  

税額計       

延滞金                 

市町民 

税 

普通徴収分       

      

( ) 

  

   

  

  

  

  

 

特別徴収分        
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退 職 所 得

の 分 離 課

税分 

      

          

 

税額計        

延滞金                 

計 

普通徴収分       

      

( ) 

     

払込あん分率 

特別徴収分       
特

定 

0． 退職所得の

分離課税分 
      

税額計       
確

定 

0. 

延滞金                 

納 税 義 務 者 数 

区分 
均等割のみ

納付する者 

所得割のみ

納付する者 

均等割と所

得割と併せ

て納付する

者 

計 

  

退職所得の分離課税に

係る所得割を納付する

者 

備考 

うち、地方税

法第47条第１

項の納税義務

者の数 

前月末現在               
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増               

減               

差引本月末現

在 
              

注 １ 本表は、現年度課税分について使用し、（  年度  月分）は、市町の収入した月を記載すること。 

   ２ 「調定額の本月分」欄には、当月分の減額分を上段に、増額分を下段にそれぞれ記載すること。 

   ３ 欠損額は、未収入額に含まれないものとし、「欠損額」欄の上段に当月分を（ ）に内書し、同欄の下段に累計額を記入すること。 

   ４ 払込あん分率は、(ｱ)当該年度の７月から翌年３月までの間において払い込むものについては、最初の納期限の月の末日現在によ

って算定した特定あん分率によるものとし、(ｲ)当該年度の４月から６月までの間において払い込むものについては３月末現在にお

いて算定した確定あん分率（出納整理期間中に調定に異動が生じたときは、それぞれ増減した月の末日現在によって再算定）による

ものとする。(ｳ)なお、退職所得に係る所得割分で特定あん分率が適用されるまでの間において払い込むものについては、前年度の

３月末現在の確定あん分率によるものとすること。 

   ５ 退職手当の分離課税に係る所得割の歳入の所属年度は、特別徴収に係るものにあっては特別徴収義務者の３月以降徴収分は翌年度

の歳入とし、更正、決定及び普通徴収に係るものにあっては、納税通知書を発した月の属する年度とすること。 

   ６ 平成18年度以前賦課分の税額変更に係るものがある場合は、別紙第１を添付すること。 

   ７ 納税義務者数は、当該年度に賦課決定を行ったものについて記載すること。 
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滞納繰越分 

区 分 

税 別 

調定額 収入額 

欠損額 未収入額 

収入歩合 備考 

前月まで 本月分 計 前月まで 本月分 計 本月分 
前年

同期 
 
調定増減の事由

等 
 

県が調

定した

県民税 

税 額 
円 円 円 円 円 円 円 

( ) 

円 ％ ％ 
   

延滞金           

市

町

の

台

帳

に

基

づ

く 

県
民
税 

税 額             
( ) 

      

  

延滞金            

市
町
民
税 

税 額             
( ) 

      

  

延滞金            

計 

税 額             
( ) 

      

  

延滞金            

 注 １ 新年度の５月分までは、「県が調定した県民税」欄は、「収入額」欄のみ記載すること。 

   ２ 別紙第２を添付すること。 

   ３ その他については、現年課税分の注（６を除く｡）によること。 
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別紙第１ 

◎ 収入状況報告書の内訳（現年課税分） 

① 平成18年度以前賦課分の税額変更に係るもの 

払込あん分率 

特

定 
  

確

定 
  

区分 

税別 

調 定 額 収 入 額 

欠損額 
未収入

額 

収入歩合 

備 考 前月ま

で 
本月分 計 

前月ま

で 
本月分 計 本月分 

前年同

期 

県 民 税 

税 額 
円 円 円 円 円 円 

(   ) 
円 ％ ％ 

  

延滞金             

市町民税 

税 額             (   ) 

      

延滞金             

計 

税 額             (   ) 

      

延滞金             

注 １ 本表は、平成18年度以前に賦課していた税額を変更した場合で、かつ、増額となった場合のみその金額を記載すること。 

  ２ 平成18年度以前に賦課がなく、平成17年以前の所得に対して平成19年度以後初めて賦課決定するものは除くこと。 
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② 現年度課税分で①以外のもの 

払込あん分率 

確定   

区分 

税別 

調 定 額 収 入 額 
欠損額 未収入額 

収入歩合 
備 考 

前月まで 本月分 計 前月まで 本月分 計 本月分 前年同期 

県 民 税 

税 額 
円 円 円 円 円 円 

(   ) 
円 ％ ％ 

  

延 滞 金             

市町民税 

税 額             (   ) 

      

延 滞 金             

計 

税 額             (   ) 

      

延 滞 金             

注 本表は、３月実績以降分の報告を行う際に使用すること。 
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別紙第２ 

◎ 収入状況報告書の内訳（滞納繰越分） 

① 平成19年度以後の賦課に係るもの 

払込あん分率 

特

定 
  

確

定 
  

区分 

税別 

調 定 額 収 入 額 

欠損額 
未収入

額 

収入歩合 備 考 

(調定増減の事由

等) 
前月ま

で 
本月分 計 

前月ま

で 
本月分 計 本月分 

前年同

期 

県が調定し

た県民税 

税 額 円 円 円 円 円 円 
(   ) 

円 ％ ％ 

  

延滞金             

市
町
の
台
帳
に
基
づ
く 

県
民
税 

税 額             (   ) 
      

延滞金             

民
税 

市
町 

税 額             (   ) 
      

延滞金             

計 

税 額             (   ) 
      

延滞金             

注 １ 本表は、平成19年度以後に賦課決定を行ったもののうち、平成18年度以前賦課に係るものを除いたものを記載すること。 

  ２ 払込あん分率は、現年度のあん分率によるものとすること。 
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② 平成18年度以前の賦課に係るもの 

払込あん分率 

確

定 
  

区分 

税別 

調 定 額 収 入 額 

欠損額 
未収入

額 

収入歩合 備 考 

(調定増減の事由

等) 
前月ま

で 
本月分 計 

前月ま

で 
本月分 計 本月分 

前年同

期 

県が調定し

た県民税 

税 額 円 円 円 円 円 円 
(   ) 

円 ％ ％ 

  

延滞金             

市
町
の
台
帳
に
基
づ
く 

県
民
税 

税 額             (   ) 
      

延滞金             

民
税 

市
町 

税 額             (   ) 
      

延滞金             

計 

税 額             (   ) 
      

延滞金             

注 １ 本表は、平成18年度以前に賦課決定を行ったものを記載すること。 

  ２ 平成19年度以後に賦課決定を行ったもののうち、平成18年度以前の賦課に係るもので、滞納繰越となったものについては、本表に加算

すること。 
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 様式第７号中「□印 」を削り、同様式中別紙第１から別紙第３までを次のように改める。
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別紙第１ 

納 税 義 務 者 数 明 細 書 

 

（単位：人、円） 

    
当初賦課

(A) 

新たな賦課

決定 

(B) 

新たな賦課決定の取消 

(C) 

(D) 

〔(A)＋(B)－(C)〕 
今回交付額等 

平成19・20

年度分 

平成21・22

年度分 

平成23年度

以降分 
   

(前年度) 

年度 

人員①       
 

      

条例で定め

た金額② 
      

 
      

①×②       
 

    
(E)〔(D)－(A)〕 

(当該年度) 

年度 

人員①   
 

 

 
条例で定め

た金額② 
  

 

①×②   
 (F)〔(A)〕 

  
   

(G)〔E＋F〕 

注 １ この明細書は、７月に提出する「徴収取扱費の計算書」に添付すること。 

   ２ 平成19年度以後賦課決定を行ったものについて記載すること。 

   ３ 条例で定めた金額の欄には、平成19年度及び平成20年度分については4,000円、平成21年度及び平成22年度分については3,300円、

平成23年度以後の分については3,000円と記載すること。 
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別紙第２ 

過誤納金還付及び加算金明細書 

（単位：円） 

還 付 金 等

の 支 出 年 月 等 

過 誤 納 金 還

付金 

(A) 

還 付 金 に 対

する加算金 

(B) あ ん

分 率 

県民税相当額 

備考 

件数 金額 件数 金額 

過誤納

金還付

金 

同 左

加 算

金 

平 成 18

年 度 以

前 の 賦

課 に 係

るもの 

年 月     

     

  

年 月       

年 月       

年 月       

年 月       

年 月       

小計              

平 成 19

年 度 以

後 の 賦

課 に 係

るもの 

年 月             

年 月             

年 月             

年 月             

年 月             

年 月                

小計             

所 得 変

動 に 伴

うもの 

年 月        

  

  

  

年 月         

年 月         

年 月         

年 月         

年 月         

小計             

計       （C) (D)   

注 １ この明細書は、「徴収取扱費の計算書」に添付すること。 
   ２ (A)欄及び(B)欄には、市町民税及び県民税の合計額を記入すること。 

なお、延滞金の還付があるときは、その額を本税と合わせて記入すること。 
３ 実際に支出した月ごとに記入し、県民税相当額については、(A)欄及び(B)欄の

額にあん分率を乗じて算定した額を記入すること。 
なお、(A)欄及び(B)欄の金額については、市町が予算を通じて支出した額に

限られるものであること。 
４ あん分率は、その支出した日の属する月の末日現在におけるものを記入すること。 

なお、所得変動に伴うものについては「県民税相当額」が把握できる場合に

は相当額を記入すること。
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別紙第３ 

納期前の納付に対する報奨金計算明細書 

市町   

交付月 前納人員 
市町民税 

県民税  
前納額 前納報奨金 按分率 県民税分前納報奨金 

年  月           

年  月           

年  月           

年  月           

年  月           

年  月           

年  月           

年  月           

年  月           

年  月           

計          (A) 
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」 」 

「 

」 

「 

」 

」 」 

「 

「 

「 

「 
 

様式第８号中 を                 に、 

 

  

 

 

 

 

 

    

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第９号中                              を に、 

 

 

代表者の氏名 印  代表者の氏名   

関

与

税

理

士

署

名

押

印 

印 

関

与

税

理

士

署

名 

 

代表者の氏名 印  代表者の氏名    

を に改める。 
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「 

」 

「 

」 

 

 

 

 

 

  

 

 

を   に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式第 10 号中「㊞」を削る。 

 様式第 11 号その１及び様式第 11 号その２中「□印」を削る。  

様式第 12 号中「㊞」を削る。 

様式第 13 号その１から様式第 13 号その３までの規定中「印」を削る。 

 様式第 14 号その１から様式第 15 号までの規定中「□印」を削る。 

 様式第 16 号及び様式第 17 号中「㊞」を削る。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第18号 様式第18号 

（表） （表） 

関
与
税
理
士
署
名
押
印 

印 

（
Ｔ
Ｅ
Ｌ 

 
 

 
 

） 

関
与
税
理
士
署
名 

 

（
Ｔ
Ｅ
Ｌ 

 
 

 
 

） 
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改正前 改正後 

 略 
 

 略 
 

（裏） （裏） 

区分所有者が協議して定めた区分割合 

区分所有者の

住所 

区分所有者氏

名 

申出に係る家

屋の区分割 
印 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        
 

区分所有者が協議して定めた区分割合 

区分所有者の

住所 

区分所有者氏

名 
申出に係る家屋の区分割 
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改正前 改正後 

         

注 略 

      

 注 略 

様式第 20 号、様式第 21 号、様式第 23 号から様式第 25 号まで及び様式第 27 号中「㊞」を削る。 

 様式第 28 号中「□印」を削る。 

 

様式第 29 号中 を 

 

 

に改める。 

 

 様式第 30 号及び様式第 35 号中「□印」を削る。 

 様式第 36 号中「㊞」を削る。 

 様式第 37 号中「□印」を削る。 

 様式第 38 号中「㊞」を削る。 

 様式第 39 号中「□印」を削る。 

 

  

様式第 41 号中 を に改める。  

 

 

 様式第 42 号その１中「㊞」を削り、 

      年  月  日      申請者署名              印 

注 専ら運転することとは、次のいずれにも該当するものをいう。 

  (1) 身体障害者等による当該自動車の運転日数が当該自動車の全運転日数の概ね

80％以上であること。 

  (2) 身体障害者等による当該自動車の運転日数が身体障害者等による全運転日数（当

該自動車以外の自動車（軽自動車)を含む｡）の概ね 80％以上であること。 

 

 
を 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

印  

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

  

氏
名 

印 

住
所 

  

氏
名 

 

住
所 

  

」 

「 

」 

「 

「 

」 

「 

」 

」 

「 
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      年  月  日      申請者署名               

注 専ら運転することとは、減免申請の対象となる自動車について、身体障害者等本人が

当該自動車を概ね 80％以上運転することをいう。 

 

に、「通院通所のときは通院（通所）証明 

書」を「通院のときは通院証明書、通所のときは通所証明書」に、「精神障害者保健福祉手帳」を「精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医

療受給者証」に改める。 

様式第 42 号その２中「㊞」を削り、「取得税額」を「環境性能割額」に改める。 

 様式第 43 号及び様式第 44 号中「㊞」を削る。 

 様式第 46 号中「□印」を削る。 

 様式第 47 号中「㊞」を削る。 

 様式第 48 号から様式第 51 号までの規定中「□印 」を削る。 

 様式第 53 号及び様式第 53 号の２中「㊞」を削る。 

 

様式第 53 号の３その１及び様式第 53 号の３その２中 を 

 

 

に改める。 

 

 様式第 53 号の４その１中「㊞」を削る。 

 様式第 53 号の４その２から様式第 54 号その１まで及び様式第 54 号その３中「□印」を削る。 

 様式第 59 号から様式第 61 号まで、様式第 62 号その３及び様式第 66 号中「㊞」を削る。 

 様式第 67 号、様式第 69 号及び様式第 69 号の２中「□印 」を削る。 

様式第 76 号を次のように改める。

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

印  

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

  

「 

」 

」 

」 

「 

「 
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様式第 76 号 

相続人代表者指定（変更）届出書 

年  月  日 

 県税事務所長 様 

  

  

相続人代表者 

住（居）所（所在地） 

氏名（名称）   

法人番号 
                 

 下記のとおり相続人の代表者を指定（変更）しましたので、地方税法第９条の２第

１項の規定により届け出ます。 

被
相
続
人 

死亡時住（居）所    

氏名   死亡年月日 年  月  日 

相
続
人 

氏名 

(名称) 

住（居）所 

（事務所・事業所

の所在地） 

被相続

人との

続柄 

相続分 

代

表

者 

      

代

表

者

以

外 

 
   

法人番号              

 
   

法人番号              

 
   

法人番号              

 
   

法人番号              

 
   

法人番号              

備考   

 注 相続人欄は、それぞれの相続人が署名をしてください。 

相続人が個人の場合、個人番号の記載は不要です。 

備考 この様式は、九州各県（沖縄県を除く。以下同じ｡）の共通様式ですので、宛

先を書き換えていただければ、九州各県で使用できます。 
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 様式第 77 号から様式第 87 号までの規定中「□印 」を削る。 

 様式第 88 号その１中「㊞」を削る。 

様式第 88 号その２及び様式第 88 号その３中「□印」を削る。 

 様式第 89 号中「㊞」を削る。 

 様式第 90 号及び様式第 91 号中「□印」を削る。 

 様式第 92 号中「㊞」を削る。 

様式第 93 号その１から様式第 98 号までの規定中「□印」を削る。 

次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第99号その１ 様式第99号その１ 

  略 

  

番 号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

      

 

  略 

□印 

  略 

１ 納付（納入）場所  

(1)～(3) 略 

  この督促状では納められませんので、先に送付しました納税

通知書（納付（納入）書）により、延滞金を加算して納付（納

入)してください。なお、紛失された場合は、前記連絡先までご

連絡ください。 

 略  
      

  
  

 略  

 

 

  略 

  

      

      

 

  略 

 

  略 

１ 納付（納入）場所 

(1)～(3) 略 

  この督促状では納められませんので、同封の納税通知書（納

付（納入）書）により、納付（納入）してください。 

なお、紛失された場合は、前記連絡先までご連絡ください。 

  

 略  
      

  
  

 略  
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改正前 改正後 

  略   略 

 様式第 99 号その２中「□印 」を削る。 

 様式第 100 号その１中「㊞」を削り、「取扱者印」を「取扱者氏名」に改める。 

 様式第 100 号その３、様式第 102 号その１及び様式第 102 号その２中「□印」を削る。 

様式第 103 号中「㊞」を削る。 

様式第 104 号の中「□印」及び「㊞」を削り、「記入し、押印」を「記入」に、「付記し、押印」を「付記」に改める。 

様式第 105 号及び様式第 106 号中「□印」を削る。 

次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

様式第107号 様式第107号 

  略   略 

 略 

氏名(法人にあっては、名

称及び代表者の職氏名) 
 

 略 

 
注１ 本人が来所して請

求する場合は、氏名
を自署することによ
り押印を省略できま
す。 

 
 
 
 
注２ 法人が請求する場

合は、代表者印を押印
してください。 

注３ 代理人が請求する場
合は、委任欄に本人の 

 

 

委任欄  略 

私は右記のも

のを代理人と

定め、納税証

明書の請求及

び受領に関す

る権限を委任

します。 

 

 略 

氏名(法人にあっては、名

称及び代表者の職氏名) 
 

 略 

 
注１ 氏名欄は、本人が

自署してください。
ただし、申請者が法
人の場合は、本申請
に係る責任者の氏名
の自署を付記し、法
人代表者の氏名を記
名とすることができ
ます。 

 
 
 

２ 代理人が請求する場
合は、代理人の住所及 

 

 

委任欄  略 

私は右記のも

のを代理人と

定め、納税証

明書の請求及

び受領に関す

る権限を委任

します。 

印 

印 
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改正前 改正後 

  印を押印し、代理人の

住所及び氏名を記入し

てください。 

  

 

 

  び氏名を記入してくだ

さい。 

 

  

 

 

  略   略 

 略 
 

 略 
 

  略   略 

 略 
 

 略 
 

  略   略 

 略    略 
 

 略    略 
 

  略   略 

様式第 108 号から様式第 110 号までの規定中「□印」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の佐賀県県税条例施行規則に規定する様式による用紙は、当該用紙が残存する間、所要の調整をして使用すること

ができる。 


